
食料システム法の概要（食品等の持続的な供給を実現するための食品等事業者による事業活動の促進及び食品等の取引の適正化に関する法律）

〇 題名
「食品等の持続的な供給を実現するための食品等事業者による事業活動の促進及び食品等の取引の適正化に関する法律」に改正。

〇 目的
食品等事業者が食料システムにおいて農林漁業者と一般消費者をつなぐ重要な役割を果たしていることに鑑み、食品等事業者による事業活動の促進と食品等の取引の
適正化をもって、農林漁業及び食品産業の成長発展並びに一般消費者の利益の増進に資する旨規定。

食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律の一部改正

○ 中央卸売市場・地方卸売市場の開設者は、指定飲食料品等、
その費用の指標等を公表。

卸売市場法の一部改正

１ 食品等事業者による事業活動の促進
(１)農林水産大臣は、食品等の持続的な供給を実現するための食品等事業者に
よる事業活動の促進に関する基本方針を策定 ((2)および(3)の活動の意義及び
目的、基本的事項等)。

(２) 食品等事業者が、次の事業活動に関する計画を作成し、農林水産大臣が
認定。
① 安定取引関係確立事業活動（農林水産業と食品産業の連携強化）
② 流通合理化事業活動（流通の効率化、付加価値向上等）
③ 環境負荷低減事業活動（温室効果ガスの排出量の削減等）
④ 消費者選択支援事業活動
（持続可能性に配慮した物の選択を消費者が行うことに寄与する情報の伝達等）

※ ①～④には技術開発利用、事業再編を含む。

(３) 地方公共団体、一般社団法人等、（２）の事業活動を連携して支援しよう
とする者は、連携支援計画を作成し、農林水産大臣が認定。
〈支援措置〉
（２）の計画：日本政策金融公庫による長期低利融資

 農業・食品産業技術総合研究機構の研究開発設備の供用等
（このほか、税法にて、中小企業経営強化税制、カーボンニュートラ
ル投資促進税制等の税制特例を措置）

（３）の計画：補助金等で整備された施設等の有効活用 等

２ 食品等の取引の適正化
(１）農林水産大臣は、食品等の取引の適正化に関する基本方針を策定。
(２) 飲食料品等事業者・農林漁業者は、次の措置を講ずるよう努力。
① 持続的な供給に要する費用等の考慮を求める事由を示して
協議の申出がされた場合、誠実に協議。
② 持続的な供給に資する取組（商慣習の見直し等）の提案が
あった場合、検討・協力。

(３) 農林水産大臣は、（２）①、②に関する事業者の行動規範（判断基
準）を、基本方針に基づき省令で策定。

(４) 農林水産大臣は、（３）の判断基準を勘案し、次の措置を実施。
① 適確な実施を確保するため必要な場合、指導・助言を実施。
② 実施状況が著しく不十分な場合、勧告・公表を実施。
（勧告の実施に必要な場合、報告徴収・立入検査を実施。）
※ 不公正な取引方法に該当する事実がある場合、公取委に通知。

(５) 農林水産大臣は、取引において、通常、費用を認識しにくい飲食料品等を
省令で指定。その費用の指標の作成・公表等を行う団体を、基本方針や省令
に基づき認定。

ただし、次の行為については、施行の日前でも実施が可能
・（１）の基本方針の策定、（３）の判断基準の策定、（５）のうちの飲食料品等の指定
・（５）のうちの団体の認定に係る準備行為

令和７年10月１日施行 令和８年４月１日施行
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規制的措置（全体像）

【新たな仕組み】 需給や品質を基本としつつ、合理的な費用を「考慮」 ～規制的措置の導入～

農林水産大臣

判断基準
（省令で明確化）

努力義務

取組が不十分な場合

指導・助言 勧告・公表※ 公正取引委員会への通知

※ 勧告に必要な限度において、報告徴収・立入検査（罰則あり）を実施。

取引実態調査

売り手

例）生産・製造に要する費用を把握。 
例）変動した際、その水準や要因等を誠実に説明。
例）持続的な供給に資する商慣習の見直し等を提案・
協力。 等

• 持続的な供給に要する費用等の考慮を求める事由を示して協議の申出があった場合、誠実に協議
• 商慣習の見直し等の持続的な供給に資する取組の提案があった場合、検討・協力

買い手

例）協議に速やかに応諾。
例）どのように費用を考慮したのか、誠実に説明。
例）持続的な供給に資する商慣習の見直し等を提案・
協力。 等

〇 最終的な取引条件は当事者間で決定という自由主義の前提を維持した上で、飲食料品等事業者等の「努力義務」を明確化。
① 持続的な供給に要する費用等の考慮を求める事由を示して協議の申出があった場合、誠実に協議
② 商慣習の見直し等の持続的な供給に資する取組の提案があった場合、検討・協力
〇 農林水産大臣が、努力義務に対応した「行動規範」（判断基準）を省令で明確化。取組が不十分な場合等は、指導・勧告等。
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品目の指定／コスト指標の作成

１ コスト指標の作成
（１）作成方法
① 活用するデータ（公的統計、業界内データ、追加調査等）
② データ元の産地（複数可）
③ データを基にした計算方法

（２）作成プロセス
〇 製造業者、流通業者、小売業者等の関係者との合意形成方法

２ 管理体制
（１）組織・人員
（２）秘密保持義務

コスト指標作成団体

〇 コスト指標に関する合意形成
・ コスト指標作成団体によるコスト指標の作成に対して意見
・ コスト指標の作成に必要なデータの提供

協力

製造業者団体 流通業者団体 小売業者団体

農
林
水
産
大
臣②認定申請

③認定

〇 認定の基本的な考え方

・ 団体の業務がコストの明確化に資するか。
・ 指標作成の過程に生産から販売までの
事業者が参画しているか。
・ 業務を適正に行うことができるか。 等

指定品目

②‘関係者の意見聴取

④監督

生産者団体

①品目指定

○ 品目指定の考え方
・ 取引において、通常、
費用が認識されていない
品目を指定
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消費者物価指数 農業物価統計 毎月勤労統計 企業物価指数

総合 食料 米類 農産物総合 農業生産資材
総合

現金給与総額
（指数） 総平均

令和４ 102.3 104.5 92.6 102.2 116.6 102.3 114.9

5 105.6 112.9 96.1 108.6 121.3 103.5 119.9

6 108.5 117.8 122.8 117.3 120.6 109.2 122.8

7 111.4 124.4 198.2 131.1 123.6 105.1 126.3

資料：総務省「消費者物価指数」、農林水産省「農業物価統計」、厚生労働省「毎月勤労統計」、日本銀行「企業物価指数」
注１：すべて令和２年基準。
注２：令和７年の数値は、消費者物価指数、農業物価統計、企業物価指数は１月から７月の単純平均、毎月勤労統計は上半期の公表値。

１．物価関係指標
〇消費者物価は近年上昇基調にあり、その中で特に米の上昇が顕著。
〇農産物、生産資材、人件費、中間投入等の各種指標も上昇基調。

米に関する物価動向と流通価格

（令和２年＝100）
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4,751円
/5kg精米

3,927円
/5kg精米

２．米の各段階の流通価格（５年産～７年産）

2,291円
/5kg精米

〇 6年産
①概算金

（生産→集荷）

47,100円
/60kg精米

19,100円
/60kg玄米

24,800円
/60kg玄米

33,700円
/60kg精米

(玄米換算)
31,300円
/60kg玄米

〇 5年産

②相対取引価格
（集荷→卸）

③卸売価格
（卸→小売）

④小売価格
（小売→消費)

〇公表情報をもとに、令和５年産、６年産、７年産の各段階の流通価格等のイメージを作成。
①概算金：主要銘柄の平均値（米に関するマンスリーレポート）等
②相対取引価格：全銘柄の平均値（米に関するマンスリーレポート）
③卸売価格：小売価格から小売粗利（業界団体調査による粗利率を使用）を差し引いた値
④小売価格：コシヒカリ以外の銘柄平均（小売物価統計（総務省））等
（生産コスト：米生産費統計（令和５年産）の支払利子・地代算入生産費）

〇 ７年産

①概算金
（生産→集荷）

27,500円
/60kg精米

12,70０円
/60kg玄米

15,300円
/60kg玄米

20,300円
/60kg精米

(玄米換算)
18,300円
/60kg玄米

②相対取引価格
（集荷→卸）

③卸売価格
（卸→小売）

④小売価格
（小売→消費)

①概算金
（生産→集荷）

57,400円
/60kg精米

28,200円
/60kg玄米

データなし

②相対取引価格
（集荷→卸）

③卸売価格
（卸→小売）

④小売価格
（小売→消費)

データなし

100 120

159

216

100 1３０

1７６

2４７

100 204

14,300円
/60kg玄米

生産コスト

生産コスト

生産コスト

データなし

データなし

（注）77事業者から
の報告の単純平均

（注）89銘柄の
店頭価格の中央値
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